
１．はじめに

　2016 年のパリ協定の発効を大きな転機とし
て，世界は気候変動対策のため再生可能エネ
ルギー（再エネ）の大幅導入と脱化石燃料を
進めるエネルギー転換へと舵を切ってきた。
そして今，世界は二酸化炭素（CO2）の排出
を実質ゼロとする「カーボンニュートラル」
に向かって動き出している。こうした動きは，
日本の資源エネルギー動向や持続可能な社会
の構築にどのような影響を及ぼすであろうか。
　本稿では，世界で進むカーボンニュートラル
の動きと日本の対応について考察する。具体的
には，各国のカーボンニュートラルの表明と政
策，また，その実現のために必須となる再エネ
導入増大の鍵となる洋上風力発電，発電部門に
おけるエネルギーシステムについて，さらには，
再エネへのエネルギー転換が引き起こす鉱物資
源リスクに対処するために欧州が推進するサー
キュラー・エコノミー（CE）構築への動きと
日本の今後の課題と期待について述べる。

２．カーボンニュートラルの動き

（1）相次ぐカーボンニュートラル目標の表明

　カーボンニュートラルとは，企業の事業活
動や国民の日常生活などから排出される CO2

をはじめとする温室効果ガス（GHG）の排出
を可能な限り削減するとともに，排出された
GHG は森林吸収などにより全量を相殺するこ
とを意味する（1）。

　イギリスでは，2019 年６月，「気候変動法」
の改正の際，これまで GHG 排出量削減目標

（2050 年までに 1999 年比 80％以上の削減）を
改め，2050 年までにカーボンニュートラルを
達成することが世界に先駆けて法制化されて
いる。また同月，フランスにおいても，それ
までの GHG 排出量目標（2050 年までに 1999
年比 75％以上削減）を改め，2050 年までにカー
ボンニュートラルを達成することに上方修正
した法案が国民議会で可決されている。
　欧州委員会（EC）は，2018 年 11 月，2050
年までにカーボンニュートラルを実現する方
向を示した「万人のためのクリーンな地球」
というコミュニケーションペーパーを発表し
た。そして，2020 年３月，欧州連合（EU）
が 2050 年までにカーボンニュートラルとなる

「気候中立」の達成を目指す長期戦略を国連気
候変動枠組条約（UNFCCC）に提出している。
　こうしたカーボンニュートラルを目指す動
きは各国に広がり，世界 123 カ国・１地域（2020
年 12 月時点）が 2050 年までのカーボンニュー
トラル達成を表明している。これらの国・地
域における CO2 排出量の割合は，世界全体の
23.2%（2017 年実績）となっている。トラン
プ政権下では気候変動問題に対して消極的で
あった米国であるが，先ごろ誕生したバイデ
ン政権は 2050 年のカーボンニュートラルを目
指すことを公約としていることから，カーボ
ンニュートラル表明国に米国も加えると，世
界全体の CO2 排出量に占める割合は 37.7% と
なる。また，中国の習近平国家主席は 2020 年
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９月 22 日，国連総会の一般討論演説において，
2060 年までにカーボンニュートラルにする目
標を表明している。このように，二大排出国
である米中がカーボンニュートラルを目指す
方向にあり，世界はカーボンニュートラルに
向けて大きく動き出している（2）。

（2）カーボンニュートラル実現ための具体策
　カーボンニュートラルの実現に向けた具体
的な施策として，EU では「欧州グリーン・
ディール」に取り組んでいる。
　欧州グリーン・ディールとは，2019 年 12
月 11 日にウルズラ・フォン・デア・ライエ
ン欧州委員長が発表した政策である。これは，
2050 年に GHG 排出が実質ゼロとなる「気候
中立」を達成することを目標にした EU の環
境政策である。また，欧州グリーン・ディー
ルは，①クリーンエネルギーの供給，②サー
キュラー・エコノミー（CE）の構築，③資源
エネルギー効率に優れた建設の促進，④生態
系や生物多様性の保全，⑤環境に優しい食品
システム，⑥持続可能でスマートな移動手段
へのシフトなど，広い範囲の分野を対象とし
た欧州の包括的な経済成長戦略でもあり，エ
ネルギーでは再エネを重要分野として活用す
ることを基本方針としている（3）。EU では今
後 10 年間で 1 兆ユーロ（約 120 兆円）を欧州
グリーン・ディール政策に投資していく計画
である。
　欧州グリーン・ディールでは，再エネの活
用を進めるエネルギー転換が経済成長と気候
変動問題への対処を両立させるものとされて
いる。国際再生可能エネルギー機関（IRENA）
が 2020 年４月に公表した報告書『国際再生可
能エネルギー見通し』（以下，報告書）（4）に
よると，2050 年までに気温上昇を２℃より十
分低く抑えるために必要なエネルギー転換に
かかるコストは 19 兆ドルとなるが，それに
より得られる利益は 50 〜 142 兆ドルとされ，
経済成長と気候変動問題への対処を両立する
ものとされている。さらに同報告書は，再エ
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ネ分野への投資の増加で世界の再エネ分野の
雇用が拡大し，2050 年までに雇用者数が現在
の４倍に相当する 4,200 万人に増加するとし，
コロナ禍後の経済復興と気候変動問題への対
処を両立させるには，エネルギー転換を進め
る「グローバル・グリーン・ニューディール」
を国際協力のもとに推進することが効果的で
あると指摘している。
　こうしたグリーン・ディールを進める動き
は世界各国に広がっている。ドイツでは，エ
ネルギーシステム，次世代自動車，水素関連
の技術開発を含め約 500 億ユーロ（約６兆円）
を投資する計画がある。フランスでは，水素，
バイオ，航空などにおけるグリーン技術開発
や建築物のエネルギー効率化などを含めた環
境対策に，2 年間で約 300 億ユーロ（約 3.6 兆
円）を投資する方向にある。
　欧州以外でも昨年７月，韓国が，コロナ禍
からの復興戦略「韓国版ニューディール」構
想を発表した。韓国はこれを「グリーン・
ニューディール政策」と称し，2050 年までの
カーボンニュートラルの実現を目指し，再エ
ネの普及拡大などを推進するため今後５年間
で約 73.4 兆ウォン（約７兆円）の投資を計画
している（5）。米国も，バイデン大統領の公約
では今後４年間で，再エネおよび電気自動車

（EV）の普及拡大，クリーンエネルギー技術
開発などの脱炭素分野に約２兆ドル（約 200
兆円）の投資を予定しており，世界はグリーン・
ディール投資のラッシュを迎える様相にある。
　もちろん，こうした各国の投資計画が
100％実行されるとは限らないが，各国政府が
公式にグリーン・ディールの政策方針を明確
な数値と期日をもって示すことが，再エネを
はじめとする脱炭素ビジネスを促進させるこ
とは間違いないだろう。

（３）動き出した日本

　世界がエネルギー転換を柱としたグリーン・
ディールを推進し，カーボンニュートラルを
目指す中，2018 年 7 月に公表された，日本の
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エネルギー政策の基本方針となる「第 5 次エ
ネルギー基本計画」で，再エネの主力電源化
に取り組むことが明記された。そして，2020
年 10 月 26 日，第 203 回臨時国会において，
菅総理より「2050 年カーボンニュートラル，
脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言され，
日本においてもカーボンニュートラルを目指
す方針が打ち出された。
　菅総理の宣言では，次世代型太陽電池，カー
ボンリサイクルをはじめとした革新的なイノ
ベーションが鍵であるとされ，①実用化を見
据えた研究開発を加速度的に促進すること，
②規制改革などの政策を総動員し，グリーン
投資の更なる普及を進めること，③脱炭素社
会の実現に向けて，国と地方で検討を行う新
たな場を創設すること，④環境関連分野のデ
ジタル化により，効率的，効果的にグリーン
化を進めていくこと，⑤世界のグリーン産業
をけん引し，経済と環境の好循環を作り出し
ていくことが述べられた。
　宣言の中で，カーボンニュートラルに欠か
せない再エネについては，最大限導入するこ
とが改めて方針として表明されたが，現状の
再エネ導入目標は，経産省が 2015 年 7 月に公
表した「長期エネルギー需給見通し」に記さ
れた 2030 年の電源構成における割合で 22 〜
24％のままとなっている。
　カーボンニュートラルを目指す欧州諸国の
2030 年の再エネ導入目標は，ドイツ 65％，ス
ペイン 74％，フランス 40％など高い目標が掲
げられている（6）。これに対して，日本の導入
目標は明らかに見劣りし，再エネ主力電源化
という政策方針と実態となる政策目標が乖離
している。
　こうした状況を解消しカーボンニュートラ
ルを推進するため，政府は，2020 年 12 月 25 日，

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリー
ン成長戦略」（以下，グリーン成長戦略）を公
表した。「2050 年には発電量の約 50 〜 60％を
太陽光，風力，水力，地熱，バイオマスなど
の再生可能エネルギーで賄うこと」が，「議論

を深めて行くに当たっての１つの参考値」と
して示された。グリーン成長戦略におけるそ
の他の電源構成として，原子力と二酸化炭素
回収・利用・貯留（CCUS）・カーボンリサイ
クル付きの火力を合わせて 30 〜 40％，水素・
アンモニア発電で 10％が示されており，再エ
ネを最大導入した電源構成をどのように構築
していくかが今後の課題となっている。

３．カーボンニュートラルに不可欠な再エ
　ネ導入の鍵〜洋上風力発電〜

（１）日本の可能性と課題

　再エネ最大導入の鍵となるのが，日本の再
エネの中でも高いポテンシャルを持つ洋上風
力発電の活用である。日本の洋上風力発電の
ポテンシャル（潜在的な発電電力量）は，水
深 10 〜 50m の海底に基礎を築いて風車を設
置する着床式で約 128GW，水深 100 〜 300m
の海域に風車を浮かべる浮体式で約 424GW
とされている（7）。
　こうした洋上風力発電の活用に向け，2020
年 12 月，政府の「洋上風力の産業競争力強化
に向けた官民協議会」は，洋上風力発電の導
入を 2030 年までに 10GW，2040 年までに 30
〜 45GW まで拡大する「洋上風力産業ビジョ
ン（第１次）」をまとめた。原子力発電の設備
容量を１基１GW とすれば，2040 年の導入目
標は原発 30 〜 45 基分に相当する。同ビジョ
ンでは，着床式の発電コストを，2030 〜 2035 
年までに，８〜９円 /kWh にすることも盛り
込まれている（8）。
　洋上風力発電の中でも特に注目すべきは，
約 424GW という高いポテンシャルを持つ浮
体式である。現在まで世界の洋上風力発電は，
水深の浅い海に既存技術で比較的容易に設置
できる着床式を中心に普及が進んできた。一
方，世界の洋上風力資源のポテンシャルは，
その 80％以上が着床式が建てられない水深 60
メートル以上の沖合にあるとされている（9）。
従って，日本のみならず世界的な洋上風力発
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電の普及拡大には浮体式が必須と考えられ，
世界でその開発と実装が進められている。
　また，洋上風力発電所の建設における最大
の課題はコストであり，多方面でコストダウ
ンを目指した技術開発・事業開発が継続され
ている。

（２）世界で進む浮体式洋上風力発電の開発

①ハイウィンド・スコットランド
　浮体式洋上風力発電の開発と実用でいち早
くプレゼンスを発揮したのが北欧最大手の石
油・ガス企業エクイノール社（旧スタトイル社）
である。同社は，2009 年からノルウェー・カ
ルモイ沖 10km の海域で「ハイウィンド・プ
ロジェクト」と呼ばれる世界初の 2.3MW 級
スパー型浮体式洋上風力発電の実証研究を開
始し，2011 年には発電累計 10GW，稼働率約
50％という成果をあげた。
　この実証研究の成果をもとに，2017 年 10
月 18 日，再エネ事業やスマートシティ事業を
手掛けるアラブ首長国連邦（UAE）・アブダ
ビのマスダール社と事業提携し，スコットラ
ンドの沖合 25km の地点に浮体式５基を設置
した発電所「ハイウィンド・スコットランド」
から世界初となる電力供給を開始し，浮体式
洋上風力発電の社会実装に成功している。
　「ハイウィンド・スコットランド」の浮体式
は，風車の浮力をうまく利用してあたかも釣
りで使う浮きのように風車を海上に立たせる

「スパー型」と呼ばれる方式である。「ハイウィ
ンド・スコットランド」の最大出力は30MW（６
MW × 5 基）で，イギリスの約２万世帯への
電力供給を可能とし，2017 年 11 月から 2018
年１月までの３カ月間における「ハイウィン
ド・スコットランド」の設備稼働率は約 65％
という好成績を記録している。
　また，浮体式の課題と考えられてきたハリ
ケーンなどへの耐久性についても，2017 年 10
月のハリケーン「オフィーリア」（最大風速
125km/ 時），2017 年 12 月のハリケーン「キャ
ロライン」（最大風速 160km/ 時）という２つ
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の大型ハリケーンに耐えた実績を上げている。
　さらに，エクイノール社とマスダール社は，
浮体式の電力コストについて，2030 年までに
価格競争力のある 0.04 〜 0.06 ユーロ /kWh（約
5.2 〜 7.8 円 /kWh）に引き下げることも目指
しており，コスト面でも今後の展開が期待さ
れている。

②ウィンドフロート・アトランティック
　浮体式洋上風力発電の社会実装の動きは「ハ
イウィンド・スコットランド」だけではない。
欧州の大手エネルギー企業 EDP 社，米国の洋
上風力発電開発会社プリンシプル・パワー社
などが協力してポルトガル沖で取り組んでい
た浮体式洋上風力発電プロジェクト「ウィン
ドフロート・アトランティック」（8.4MW ×
３基 =25MW）が，2020 年 7 月 27 日に実用
運転を開始しているなど，世界では浮体式実
装の動きが活発化している（10）。

③日本の取り組みと課題
　日本においても長崎県五島市で２MW の浮
体式の社会実装が 2016 年から始まっている。
今後，日本国内でどのくらい浮体式が導入で
きるかが再エネ導入最大化のポイントとなる
が，特に，風力発電メーカーなど風力発電事
業における国内事業者の撤退が相次いでいる
ことから，現状日本で計画されている洋上風
力発電の多くは海外事業者に頼らざるを得な
い状況である。このため，洋上風力発電の国
内事業体制の再構築が喫緊の課題と言える。

４．再エネ最大導入のためのエネルギー
　システムの構築〜

（１）電力系統のスマート化〜 IoE 〜

　気象条件によって出力が変動する再エネを
大量導入するには，変動を平準化して電力系
統に統合するエネルギーシステムの構築も重
要となる。
　洋上風力発電などの大規模な再エネ電力は，
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発電地域のみならず広域で消費できるよう，
発電地から需要地への送電を可能とするマス
タープランの構築と全国規模での系統の一体
運用を可能にする整備が必要である。また，
再エネが系統に接続しやすくするよう，系統
の空き容量を効率的に利用できるコネクトア
ンドマネージなどのルール整備も必要である。
同時に，再エネをコントロールして系統に統
合するため，新たなエネルギーシステムとし
て AI（人工知能），IoT（モノのインターネッ
ト），ビッグデータを活用したインターネット・
オブ・エナジー（IoE）という「系統のスマー
ト化」も進める必要がある。
　IoE は，ビッグデータとして蓄積した気象
予測データと電力需給データを AI で解析する
ことで最適なエネルギー需給指令を導き出し，
その指令を IoT で結ばれた各発電所や需要側
の施設や機器に指示を出し，コントロールす
ることで電力需給の安定化を図るものである。
　欧州は，いち早く IoE の構築に取り組んで
おり，2011 年には，フランス，ベルギー，ド
イツ，イタリア，スペイン，スイスなど欧
州 11 カ国から，大手電力会社，ICT 関連会
社，大学・研究機関など 35 の企業，団体が
参加して，インターネット・オブ・エナジー

（IoE）を開発するフィンジニィ（FINSENY：
Future Internet for Smart EnergY）というコ
ンソーシアムが組織されている。
　FINSENY は，IoE の開発とその国際標準
化を含めた社会実装を目指し，スマートグリッ
ド（次世代送電網）における発電予測制御・
最適化のための ICT 開発とその標準化を目的
に実証実験を行う組織である。参加メンバー
には，ドイツ電力大手 E.ON 社，フランス電
力大手 EDF 社，スイスに本社を置く電力関
連大手 ABB 社，世界的な通信機器メーカー
であるスウェーデン・エリクソン社，情報通信・
電力関連のグローバル企業シーメンス社など，
国境を越えたそうそうたるメンバーが参加し，
IoE の技術開発と社会実装に取り組んでいる。
　FINSENY の特徴は，技術開発だけでなく技

術標準化も進められている点である。新たなエ
ネルギー技術が生み出され，それが広がりグ
ローバルな市場を形成していく過程において
は，各国が個別な技術を採用していては，そ
れが国を越えた普及・流通の障壁となりかね
ない。そのため，技術の国際標準化が必要と
なってくる。世界貿易機関（WTO）の「貿易
の技術的障害に関する協定」（TBT 協定）では，
WTO 加盟国は強制／任意規格を必要とする場
合，関連する国際規格が存在する場合はその国
際規格を自国の規格の基礎としなければなら
ないとしており，原則として国際標準化機構

（ISO）や国際電気標準会議（IEC）など国際的
な標準化機関が作成する国際規格を自国の国
家標準の基礎とすることが義務付けられてい
る。そのため，パリ協定の発効を背景に，国際
普及が本格的に始まろうとしている再エネを
はじめとする様々なクリーンエネルギーの技
術について，他国に先駆けいち早く自国に有利
な形で国際標準化を構築し，自国の技術と製品
を国際普及させようと各国が動いている。
　IoE はエネルギー転換を推進する核となる
技術である。FINSENY は，パリ協定採択前
の 2011 年という早い時期から活動を始めてい
る。欧州各国には，他に先駆けて，IoE の開
発を連携して推し進めることで，気候変動時
代におけるエネルギー分野での優位性を勝ち
取ろうとする姿勢が伺える。日本もこのこと
について早急な対応が必要である。

（２）電力部門と運輸部門のセクターカップリ

　ング〜 V2G 〜

　再エネの普及には IoE で電力の需給をコン
トロールする必要があるが，IoE を構築する
重要なデバイスとなるのが蓄電池である。気
象条件が良く，太陽光や風力が需要を上回る
発電を行うと，電力系統へ流れる電力が供給
過多となり，需給バランスが崩れることで大
規模停電となる恐れが大きい。逆に，気象条
件が悪く，太陽光や風力の発電が落ち込むと
電力の供給不足で需給バランスが崩れる事態
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になってしまう。
　こうした事態を防ぐため，再エネ電力が余
剰となった際には蓄電し，逆に，電力が足り
なくなった際には放電して電力不足を補う蓄
電池が必要になる。しかし，需給コントロー
ルのためだけに，定置式の大型蓄電池を系統
内に設置するのはコストがかかる。そこで実
用化が進められているのが，高性能な蓄電池
を搭載した電気自動車（EV）を EV 充電器を
介して電力系統に接続することで，再エネの
余剰電力を EV の蓄電池に充電し，必要な時
は EV から放電して活用するシステム，すな
わち，V2G（Vehicle to Grid）である。2018
年末現在，世界の自動車保有台数は約 14 億台 

（11）であるが，その全てが常時走行している
わけではない。1 台の車の走行状況を見ると，
１日のうち約９割（20 時間強）は停車状態に
ある。EV であれば，停車中は充電器に接続
されている車両も多いことから，市中に停車
中の EV の蓄電池を電力系統用にシェアして
活用する V2G を導入することは，再エネ電力
が流れる系統の安定化にとって有効な選択肢
となる。このように，電力部門の CO2 排出削
減策として再エネを導入するにあたり，蓄電
池を搭載した EV をはじめとする電動化車両
が重要な役割を担うようになる。
　他方，世界の部門別 CO2 排出で電力に次ぐ
約 20％を占めるのが運輸部門であるため（12），
カーボンニュートラルを目指す国々では，運
輸部門からの CO2 排出削減のため EV やプラ
グインハイブリッド車（PHV），燃料電池車

（FCV）などの電動化車両の普及が進められて
いる。すなわち，運輸部門の自動車という移
動手段と電力部門のエネルギーシステムであ
る電力系統が部門を超えて融合するセクター
カップリングを進めることがカーボンニュー
トラルを目指す上で重要となっている。
　再エネの普及途上にあり，EV の普及も思う
ように進んでいない日本では，V2G はまだ先
の話と考えられがちだが，すでに 2016 年 8 月，
日産自動車㈱とイタリアの電力大手エネル社，

そして米国で電力事業を展開するベンチャー
企業・ヌービーコーポレーションの協力によ
り，デンマークで世界初となる V2G の商業運
転が開始されている。さらに，2018 年３月６
日には，スイスのジュネーブで開催されたジュ
ネーブモータショーにおいて日産自動車㈱は，
自社の先進技術戦略である「ニッサン・イン
テリジェント・モビリティー」の取り組みの
一環として，ドイツ電力大手 E.ON と V2G で
戦略的パートナーシップを結ぶことを発表し
ている。日産ヨーロッパのポール・ウィルコッ
クス会長は，E.ON 社との戦略的パートナー
シップ提携にあたり，「EV を所有する顧客に
無料で電気を提供するという究極の目標を掲
げて，エネルギーサービスビジネスにおける
自動車メーカーとしてのパートナーになるこ
とを目指す」という趣旨のコメントをしてい
る（13）。再エネの余剰電力は，文字通り「余っ
た電気」であり，その価格は実質タダである。
そもそも，再エネは限界費用がゼロでもある。
自動車メーカーの狙いは，V2G により EV が
エネルギーシステムの一部となることで，実
質タダの余剰電力を EV のエネルギーとして
活用しようとするところにある。
　EV については，製造時の CO2 排出量がガ
ソリン車と比べて多いことから脱炭素への貢
献を疑問視する声もあるが，EV を普及させ
V2G を行うことで再エネの導入が進み，それ
により脱炭素効果を得られるという利点があ
ることをあわせて評価すべきであろう。すな
わち，これからの車については，移動手段と
しての評価基準だけでなく，エネルギーシス
テムの一部としての評価基準も設けることが
必要である。

（３）電力部門と燃料部門のセクターカップリ

　ング〜 P2G 〜

　再エネ導入が進めば進むほど，その余剰電
力を蓄電・放電するための V2G の役割が重
要になってくる。その余剰電力を活用するも
う１つの方法として，余剰電力で水を電気分
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解して水素（H2）に転換する P2G（Power to 
Gas）がある。
　蓄電池に溜めた電気は時間とともに消耗し
ていくが，水素に転換することで貯蔵が可
能になり，水素ガスや液体水素といった形
で運ぶこともできるほか，トヨタ自動車㈱
の“MIRAI”など水素を燃料として走行する
FCV へ供給することもできる。
　さらに，水素は，天然ガスと同様な資源と
して活用できるというメリットがある。天然
ガスの主成分は炭素原子に水素原子が結合し
たメタン（CH4）であり，天然ガスの成分で
ある水素は，混入割合を調整すれば天然ガス
パイプラインに通すことが可能である。
　既にドイツの E.ON 社は，ドイツ東部のファ
ルケンハーゲンに，風力からの電力を活用し
て水素を製造し，天然ガスパイプラインに注
入するパイロットプラント「ウインドガスファ
ルケンハーゲン」を建設し，2013 年８月に運
転を始めている。また，同じくドイツ電力大手
RWE 社は，2015 年 8 月，ドイツのノルトライ
ン・ヴェストファーレン（NWR）州イッベン
ビューレンに，再エネ発電の需給コントロール
を目的に，再エネの余剰電力により生成した水
素ガスを天然ガスパイプラインに混入して利
用する P2G プラントを建設し，商業化に向け
た本格的な開発を始めることを公表している。
　欧州の電力大手が他に先駆けて P2G に取り
組む中，欧州委員会（EC）は 2020 年７月８日，

「欧州の気候中立に向けた水素戦略」を発表し，
気候中立（カーボンニュートラル）に向けて
再エネ由来の水素をはじめとするクリーン水
素の活用を推進する方針を示している。
　P2G は，再エネによる電力から水素という
燃料を生み出すもので，電力部門と燃料部門
が部門を超えて融合したセクターカップリン
グとなる。再エネを最大導入しカーボンニュー
トラルを推進するには，V2G とともに P2G と
いうセクターカップリングを日本においても
社会実装していく必要がある。
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（４）火力と P2G とのセクターカップリング

　カーボンニュートラルを目指すには火力の
脱炭素化も進める必要があるが，ここでもセ
クターカップリングが重要になる。日本政
府のグリーン成長戦略では，火力について
CCUS・カーボンリサイクルと組み合わせる
ことが前提とされている。
　ドイツでは既に，二酸化炭素回収・利用

（CCU）では，自動車メーカー・アウディ社
が 2013 年からドイツ・ザクセン州南部のヴェ
ルルテにある自社の P2G プラントで，風力の
電力で水を電気分解して水素を製造し，さら
にその水素を，回収した CO2 と反応させ天然
ガスの主成分であるメタンガス（CH4）を製
造している。こうした水素と CO2 によるメタ
ンガスの製造は「メタネーション」と呼ばれ
ており，アウディ社は自社プラントで作った
人工メタンガスをアウディ・イー・ガス（Audi 
e-gas）と呼び，自社のガス自動車「g- トロン」
への供給を行うなどの実用化を果たしている。
　日本においてもアウディ社のように，再エ
ネ電力で製造した水素と火力発電所から回収
した CO2 でメタネーションを行い，燃料とな
るメタンガスを製造するなど，再エネ部門と
火力部門のセクターカップリングによる CCU
の社会実装を進める必要がある。CO2 を回収
して地下に貯留する CCS については，北海道
苫小牧で CO2 を地下に圧入する実証実験が行
われたが，日本における CCS 適地がどのくら
いあるのかさらなる検討が必要である。また，
地下への貯留は無限にできるものではないこ
とから，CCU と合わせた火力の脱炭素化がポ
イントとなるであろう。

（５）リプレースが見通せない日本の原子力

　政府のグリーン成長戦略において火力とあ
わせて電源構成比率 30 〜 40％とされた原子
力は，リプレース（建て替え）が今後どのく
らい進むかが注目される。2021 年２月 18 日
現在，日本の原子力は，運転中（発電中）４基，
停止中 29 基の計 33 基となっている。仮に全
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基の運転期間を 60 年に延長しても 2060 年に
は５基にまで減少し，2069 年には０基となる
ことから，リプレース無しには，原子力を重
要な選択肢とするのは難しい（14）。原子力の
安全性という視点からもリプレースは重要と
なるが，現状リプレースの見通しは不透明で
ある。また，放射性廃棄物処理の問題につい
ても未だ解決には至っていない。原子力利用
にあたってはこうした課題に答えを出すこと
が欠かせないであろう。

５．エネルギー転換が引き起こす鉱物資
　源リスク

（１）鉱物資源リスク

　カーボンニュートラルに向けて再エネの普
及を進めるエネルギー転換は，CO2 排出とい
うリスクに対応する一方で，鉱物資源の需要
を増大させ，需給を不安定化させる「鉱物資
源リスク」を引き起こすと危惧されている。
　パリ協定発効当時に公表された国際エネ
ルギー機関（IEA）の『世界エネルギー見
通し 2016』では，パリ協定の目標を達成す
る 450 シナリオの場合， 2015 年の風力導入
量 383.58GW に対し，2040 年にはその約６倍
の 2,312GW に拡大する見通しとなっている。
2015 〜 2040 年における年間の増加量は，単
純計算で約 80GW/ 年となる。
　他方，風力発電タービンの製造にはレアアー
ス元素であるジスプロシウムが必要になるが，
その使用量を高位の 25㎏ /MW とすると（15），
IEA の 450 シナリオでは年間約 2,000 t のジス
プロシウムが必要になる。2017 年のジスプロ
シウムの世界生産量が約 1,500 t であった（16）

ことを考えると，風力発電設備の需要だけでジ
スプロシウムの年間生産量を上回ることにな
り，供給の不安定化が発生すると考えられる。
　ジスプロシウムの例はあくまで単純計算に
よるものだが，エネルギー転換により，ジス
プロシウムの他にも EV 蓄電池の電極材に必
要なコバルトなど様々な鉱物において鉱物資
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源リスクが懸念されている。このため，カー
ボンニュートラルを目指すにあたっては，鉱
物資源リスクという問題にも向き合っていか
なければならない。

（２）欧州の対処方針：サーキュラー・エコノ

　ミー（CE）構築

　こうした鉱物資源リスクに対して欧州グ
リーン・ディールでは，サーキュラー・エコ
ノミー（CE）の構築により対処する方針が示
されている。CE は，欧州グリーン・ディー
ルの中で重要課題として提唱されている持続
可能な社会を構築するための資源循環政策で
ある。現在の経済モデルは，地中に埋まって
いる天然資源を掘り出し，それをもとに製品
を生産・消費し，不要になったら捨てる，①
採鉱→②生産→③消費→④廃棄という，資源
を直線的に消費し続けることで経済を成り立
たせている線型経済とされている。
　一方，CE は，廃棄物を捨てるのではなく，
きちんと管理・再生して再び資源として利用
する，①採鉱→②生産→③消費→④廃棄物管
理→⑤廃棄物からの資源再生→再び生産へ，
という循環サークルを形成し，資源の価値を
循環サークルの中で可能な限り持続させると
いう資源循環型の経済である。
　一見すると単なる環境政策に見えるが，EU
では，CE による資源循環は，EU の技術革新
と雇用創出に大きな利益をもたらすものとさ
れている。すなわち，2030 年までに 18 万人
以上の直接雇用を創出し，EU の国内総生産

（GDP）を７％増加させ，EU の国際競争力を
向上させることを見込んだ経済戦略としても
位置付けられている。
　2015 年 12 月には CE を構築するための行動
計画となる政策文書『サーキュラーエコノミー
パッケージ』（CEP: Closing the loop - An EU 
action plan for the Circular Economy） が 発
表されている。図１のように，①採鉱→②生
産→③消費→④廃棄物管理→⑤廃棄物からの
資源再生→再び生産へ，という一連の循環サー
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クル全般における取り組みのポイントが示さ
れている。こうした CEP に則り資源を再生し，
その再生資源で作られた製品を流通させる新
たな再生資源市場を構築することにより，世
界の経済モデルを CE へと転換させ，欧州か
ら世界中へクリーンな製品やサービスを輸出
することを狙った欧州の経済戦略と考えられ
る。
　CE では，環境に負荷をかけて採掘される天
然資源よりも廃棄物から再生した資源のほう
が優先されることになる。それは，これまで
の資源の常識を覆し，廃棄物が天然資源より
も価値を持つという「資源の大転換」を意味
する。例えば，CEの文脈で鉱物資源のレアアー
スを考えてみよう。レアアースは風力発電機
のモーターなどに使用され，省エネ・高効率
機器には欠かせない資源である一方，その埋
蔵，生産とも中国が圧倒的多数という偏在性
が高く，需給不安定化のリスクを常に抱える
鉱物資源である。これまで世界は中国依存と
いうリスクの中，何とかレアアースを安定確
保しようと苦心してきたわけだが，CE では，
中国が掘り出す天然資源よりも，どこかの国
で廃棄物から資源再生されるレアアースのほ
うが価値を持つことになる可能性がある。
　既に EC は，2018 年に報告書『サーキュラー・
エコノミーにおける重要な原材料に関するレ
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ポート 2018 年』を公表した。カーボンニュー
トラルを目指す上で普及が必要な，ソーラー
パネル，風力タービン，EV，LED 照明など
の製造に欠かせない鉱物を含め，CE におい
て特に再生資源化すべき 27 種類の鉱物を指定
しており，今後環境に負荷をかけて掘り出さ
れる天然資源は，石炭のように投資撤退され
る可能性もある。すなわち，廃棄物から資源
を再生し，利用できる国が資源国になり，資
源エネルギーの地勢図が大きく塗り変わるこ
とも考えられる。

（３）始まっている CE の国際競争

　EU が取り組んでいる CE は，日本とはあま
り関係ないと思われるかも知れないが，2018
年にはフランス主導で ISO の中に CE の国際
標準化を進める技術委員会が設置されており，
2021 年１月現在，参加国 70 カ国，オブザー
バー国 11 カ国に及んでいる。前述した通り，
WTO の TBT 協定 で は，WTO 加盟 国 は原
則として ISO など国際的な標準化機関が作成
する国際規格を自国の国家標準の基礎とする
ことが義務付けられている。すなわち，欧州
主導の CE が国際標準化されると，日本も再
生資源の製造方法や品質などについて欧州の
ルールに従わなければならず，国際競争力の
面で影響を受ける可能性がある。

図１　欧州の資源循環体系（CEP）の概観
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　既に欧州では，フランスを本拠とするヴェ
オリア社やスエズ社など，大規模なリサイク
ルを手掛ける「メガリサイクラー」と呼べる
大企業により，廃棄物回収から再資源化，そ
して再生資源販売を含めたビジネスモデルが
確立されており，スケールメリットを活かし
た大規模なビジネス展開がなされている。
　また，中国も資源循環系の企業買収を進め
資源循環ビジネスに進出してきている。2016
年９月には，上海を拠点とする廃棄物管理企
業の CNTY 社が，スペインの廃棄物管理大手
Urbaser 社を約 20 億ポンド（約 3,000 億円）
の巨額で買収した。そして，2018 年７月，北
京で開催された「第 20 回中国・EU 首脳会議」
において，包括的な戦略的パートナーシップ
を推し進める中で，CE の分野での対話・協
力を進めることが合意されている。まさに，
欧州の CE 構築の動きに対し，中国は欧州企
業の買収という形で勢力を拡大するとともに，
EU との協力関係の合意も取り付けるという
したたかな戦略に打って出ている。

６．日本の循環型社会構築と欧州の CE

（１）日本の循環型社会構築〜循環基本法〜

　欧州が CE の構築とその国際標準化を目指
す中，日本における循環型社会の構築は，環
境基本法のもとで 2000 年に制定された「循環
型社会形成推進基本法」（以下，循環基本法）
とその実施法によって推進されている。
　循環基本法では，循環型社会構築について，
なにを優先的に取り組むべきかという優先順
位と，誰がその責任を負うかという２つの基
本的な考え方が示されている。施策の優先順
位は，①廃棄物の発生抑制，②再利用（リユー
ス：循環資源をそのまま繰り返し使うこと），
③再生利用（マテリアルリサイクル：循環資
源を原材料として利用すること），④熱回収

（サーマルリサイクル），⑤適正処分，として
いる。責任の負担については，これまで市町
村が負ってきた廃棄物の処理に関わる責任の

全部，または一部を製品の生産者が負う「拡
大生産者責任」があげられている。
　こうした循環基本法の趣旨を具体化するた
めの実施法として，「自動車リサイクル法」，「建
築資材リサイクル法」，「食品リサイクル法」，

「小型家電リサイクル法」，「家電リサイクル
法」，「容器包装リサイクル法」という個別の
リサイクル法が施行されている。また，国・
地方公共団体や独立行政法人などが物品や役
務の調達にあたり循環資源の再利用・再生利
用により得られた製品や原材料を率先して選
択することを目的とした「グリーン購入法」
も施行されている。

（2）日本の課題と欧州 CE との違い

　一見すると日本の循環基本法は，欧州の CE
と似通った資源循環を促すものに見える。し
かし，循環基本法の趣旨を具体化するために
施行された個別のリサイクル法における再商
品化，再資源化とは，循環利用できる「状態
にすること」という準備行為にとどまってお
り，循環基本法の趣旨である，再利用（リユー
ス：循環資源をそのまま繰り返し使うこと），
再生利用（マテリアルリサイクル：循環資源
を原材料として利用すること）とは乖離して
いるという課題がある。また，個別リサイク
ル法による再商品化，再資源化は，品目別に
実施されることから，品目から漏れた製品は
対象とされないという課題もある。さらに，
循環基本法で取り組むべき施策の最上位にあ
る廃棄物の発生抑制では，現行法では関係主
体に対する責務を課すにとどまっており，具
体的な政策により発生抑制を行う事例は少な
い状況にある（17）。
　また，日本の施策は，欧州の CE のように
経済モデルを根本的に変革する趣旨のもので
はなく，図２で示すように①資源の採取→②
製造→③消費→④廃棄，という従来の線型経
済をもとにしたもので，日本の資源循環体
系はとても欧州の CE に対応できるものとは
なっていない。
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　以上のように，循環型社会の構築における
日本と欧州の施策は，趣旨，内容，実効性に
わたりその体系は大きく異なっている。将来
的に懸念される鉱物資源リスクに対しても，
日本は，従来型の備蓄を主とする施策と個別
リサイクル法の範疇で対処する。これに対し，
欧州ではよりマクロな視点から，「再生資源市
場の創出で資源制約と経済成長をデカップリ
ングさせる CE」という新たな循環型経済の
構築による対処を目指している。ここに大き
な違いがある。

７．日本にはチャンス〜エネルギー転換
　と CE 〜

（１）海外依存の呪縛から逃れるチャンス

　2020 年 12 月 15 日，小泉進次郎環境大臣の
記者会見で，日本の再エネには最大で現在の
電力供給量の約２倍のポテンシャルがあるこ
とが報告された。今後，日本も再エネを主力
化するエネルギー転換の方向に向かうことに
なるが，現状，日本の再エネの普及率は低い。
　再エネ普及で先行する欧州の先進各国は，
すでに 2018 年で電源構成における再エネ比率
30％以上を達成している国も多い。さらに，
欧州では 2030 年の再エネ導入目標が約 40 〜
70％と高く掲げられている。一方，日本の普
及率は 2018 年で約 17％（18）にとどまってい
るばかりか，2030 年の目標も 22 〜 24％とか

なり低い。CE の構築についても，EU が国際
的な再生資源市場の構築までを狙った資源循
環政策を展開しているのに対し，日本のリサ
イクル法における再資源化とは，循環利用が
できる「状態にすること」という形式的な準
備行為にとどまり，とても欧州に対抗できる
ものではない。
　現状，日本はエネルギー転換と CE の構築
で後れを取っているが，むしろこの状況は日
本にとって資源エネルギーの海外依存という
呪縛から逃れる千載一遇のチャンスと考える
べきである。これまで地中に埋蔵された天然
資源に乏しい日本は，資源の調達を海外から
の輸入に依存せざるを得ず，常に資源の供給
不安定化という問題を抱えてきた。一方，エ
ネルギー転換と CE の構築が目指すものは，
海外の化石燃料依存から国内の再エネ利用に
転換し，海外の天然資源ではなく国内の再生
資源を循環させる経済モデルへと移行するも
のである。すなわち，「資源調達を海外からの
輸入に依存せざるを得ない」というこれまで
日本にとって圧倒的に不利であったゲームの
ルールが根底から覆されるようとしているの
である。

（２）資源量豊富な日本の「都市鉱山」

　日本には再エネを主力化できる十分な資源
ポテンシャルと技術がある。そして，日本は
地下に埋蔵された化石燃料や鉱物資源に乏し
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図２　日本の資源循環体系の概観



くとも，地下から掘り出された天然資源の純
度を高めて作られた製品が，膨大な量の廃棄
物として国内に蓄積されている。これは，都
市の中に存在する鉱山という意味の「都市鉱
山」と呼ばれており，日本の中にも十分な資
源ポテンシャルがある。例えば，金は 6,800t
が都市鉱山として日本国内に蓄積されており，
世界の埋蔵量 42,000t の 16％に匹敵するとさ
れている。これは各国の地下埋蔵量との比較

（2009 年）では，1 位アフリカ（6,000t），二位
オーストラリア（5,000t），同ロシア，3 位米
国（3,000t），同インドネシアを抑えてなんと
世界一の資源量となる（19）。
　こうした「都市鉱山」は，その資源量があっ
ても資源再生できる技術がなければ活用する
ことはできないが，日本はハイブリッド車の
蓄電池からニッケル，コバルト，レアアース
などを回収し，再び蓄電池製造の原料として
活用する技術をすでに確立しているなど，資
源再生における高い技術力を持っている（20）。
エネルギー転換と CE の構築という流れは，国
内にあるこうした資源を最大限活用すること
で，日本が資源を生み出す資源大国へと進化
する大きなチャンスであるといえるであろう。

８．おわりに〜より高い再エネ導入目標と 
　CE 構築の視点を〜

　日本のエネルギー政策の大方針となるエネ
ルギー基本計画は少なくとも３年毎に策定さ
れことから，次の「第 6 次エネルギー基本計画」
は 2021 年度頃に作成される予定であり，これ
から議論が活発化していく段階にある。特に，
2050 年までのカーボンニュートラル達成のた
めには大胆な再エネの普及が必要であり，「第
６次エネルギー基本計画」は，いかにして先
進諸外国に勝る再エネの導入目標を掲げられ
るかがポイントとなるであろう。
　また，「第６次エネルギー基本計画」に CE
の視点を盛り込むことも必要である。これま
では，CE のような資源循環という視点はエネ

ルギー基本計画に十分に反映されてこなかっ
た。しかし，カーボンニュートラルを目指す
ための施策として各国で取り組まれているグ
リーン・ディールでは，エネルギー政策と資
源循環政策は一体化した政策として自国の国
際競争力を高める戦略となっていることから，
日本も「第６次エネルギー基本計画」の中に
日本の国際競争力を発揮できる CE 構築の視
点を盛り込むべきである。
　次期エネルギー基本計画はこうした考えの
もとで遅れを取り戻し，日本こそが世界のエ
ネルギー転換と CE をリードする内容とする
べきである（21）。
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